
法学部 
教育目標、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー及びアドミッション・ポリシー 

 

【教育目標】 

 大阪大学の教育目標のもと、法学部は、法学、政治学および経済学などの学問の基礎を身につけ、

歴史と現実および理念の探求を通じて人々の生き方や国際社会を含む社会のあり方を複眼的な視点か

ら理解しようとする姿勢と、論理的な思考力や豊かな対話能力・外国語能力をもち、それらを駆使し

て人類や社会の公益に貢献できる学識ある人材を養成することを目標としています。 

 法学部は、理解力、論理性、説得力、構想力を養い得る人材を受け入れることを目指しています。

そして、そのような学生の素質を最大限にのばすため、法学部は、法学科および国際公共政策学科か

らなる２学科体制を採用し、その利点を最大限に生かして、両学科に共通する学習機会を数多く設定

すると同時に、各学科独自の多様な専門教育機会を整備することによって、学生が幅広い教養、高度

な専門性、深い学識を養っていくことができるよう努めています。また、法学部は、低学年から高学

年に至るまで、演習科目などの少人数による教育や、世界を知りそれと向き合うことのできる教育機

会を提供することにより、デザイン力と国際性を涵養できるよう取り組んでいます。法学部は、これ

らの教育活動を通じて、社会の様々な領域において、さらに成長し、活躍出来る人材を、これからも

輩出し続けることができるよう努力しています。 

 

 

【ディプロマ・ポリシー】 

 大阪大学のディプロマ・ポリシーのもと、法学部では、所定の期間在学し、全学共通教育科目･専門

科目について所定の単位を修得した者に、学士(法学)の学位を授与します。専門科目の単位認定は、

法学科においては、法学、政治学に関する知識、国際公共政策学科においては、法学、政治学および

経済学に関する知識ならびに英語の理解力･表現力、そして両学科に共通するものとして問題分析･解

決能力が修得されているかにつき、その到達度に対する絶対的･相対的評価に基づいて、客観的に行い

ます。 

学士(法学)の学位を授与される者は、両学科に共通した能力･学識として、社会の様々な価値観の違

いを理解し、異なる価値間の調整を行いつつ、一定の価値基準に基づきながら、法、政治、そして経

済の仕組みを通じて、社会の秩序を構想していくことができる知識と思考力を備えた人材です。この

ような人材は、「良きガバナンス」を構築していくことができる教養、デザイン力・国際性を備えたも

のとして、法曹界、国際機関、国、地方公共団体、民間企業、NPO・NGO、学界など社会の様々な

分野において活躍することが期待されます。 

 

 

  



【カリキュラム・ポリシー】 

 大阪大学のカリキュラム・ポリシーのもと、法学部は、法学科と国際公共政策学科において、２つ

のカリキュラムを提供します。法学部は、カリキュラムがディプロマ・ポリシーに掲げられた人材育

成に最適なものとなるよう、また両カリキュラムで補完・相乗効果が得られるよう、開講科目の相互

乗り入れなどを通して、両者の有機的一体性を確保します。その内容は、それぞれ次のとおりです。 

 法学科は、法や政治にかかわる「賢慮（prudence）」を追究することを通じて、人々の生き方や社

会のあり方を精深かつ多面的に理解し、高度の論理的思考力及び豊かな対話能力を身につけ、それら

に基づいて人類や社会の未来を切り開いていく、学識ある人材の養成を目標とします。そのために法

学科では、法学と政治学について、その知識、論理的思考と問題の分析・解決手法を修得するために、

全学共通教育科目を履修したうえで専門教育を実施します。 

 国際公共政策学科は、法学・政治学・経済学の知識や考え方を総動員して人類益を考え行動する規

範と能力を身につけ、それらに基づいて国境を越えた公共問題を解決していく、学識ある人材の養成

を目標とします。そのために国際公共政策学科では、法学・政治学・経済学の３分野を基礎とした複

眼的視点に基づく問題解決能力、国際社会で活躍するための外国語能力、そして国際社会でリーダー

シップを発揮するための行動力・コミュニケーション能力を修得するために、全学共通教育科目を履

修したうえで専門教育を実施します。 

 履修科目の単位認定にあたっては、いずれの学科においても、科目の性質に応じて筆記試験、レポ

ート試験、平常点評価などを適切に組み合わせて評価し、その方法と配点は開講に際して明示します。 

 

 

【アドミッション・ポリシー】 

 法学部では、大阪大学のアドミッション･ポリシーのもと、理解力、論理性、説得力、構想力を養い

得る人材を受け入れることを目指しています。このような人材は、具体的には次のような人であると

考えます。 

 １）ものごとを深く、多面的･複眼的に理解しようとする人 

 ２）論理的に考え、活発に議論しようとする人 

 ３）日本と世界の将来について、夢を語ることのできる人 

 ４）他者の痛みへの感受性と想像力を持ち、問題を見つけ、その解決策を探ろうとする人 

 法学部は、このような人材を選抜するために、適切かつ多様な選抜方法を採用します。法学部で学

ぶために必要な外国語能力、論理的思考力、知的素養を備えているかを判定するため、前期日程入試

では、大学入試センター試験の成績とともに、個別学力検査の国語、数学、外国語の成績をあわせて

評価します。後期日程入試では、大学入試センター試験の成績とともに、個別学力検査の英語と小論

文の成績をあわせて評価します。 
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